【 移 住 支援 金 対象 法人 登録 を 検討 され て いる 企業 様 ・ 団 体 様 向け 】 
手 県 移住 支援 事業 よく ある ご 質問 Q&A 











Q1 個人 事業 主 、 法 人 格 を 持た な い 団 体 は 、 対 象 就業 先 と し て 認め られ る か 。 
A1 反 社 会 勢力 等 で な いこ と 、 雇 用 保険 の 適用 事業 主 で ある こと 等 が 把握 で きる 場合 に は 対象 と する こ 

























































































業 協同 組合 、 一 般 社団 法人 、 学 校 法人 、 商 工 会 、 商 工 会 





Q2 医療 法人 、 社 会 福祉 法人 、N PO 法人 、 
議 所 は 、 対 象 就業 先 と し て 認め られ る か 。 
A2 認め られ ます 。 
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Q3 就業 条件 等 に 関す る 事項 に つい て 、「 申 請 時 に お いて 当該 法人 に 連続 し て 3 ヵ月 以上 在職 し て いる こ 
と 」 の 在職 期間 に 試用 期間 を 含め て よい の か 。 
A3 含め て 構い ませ ん 。 






























































Q4 資本 金 10 億 円 以上 の 営利 を 目的 と する 私 企業 以外 は 対象 と の こと だ が 、「 営 利 を 目的 と する 私 企業 」 

と は どの よう な も の か 。 
A4 会 社 法 の 規定 に 基づい て 設立 され て いる 株 式 会 社 、 合 名 会 社 、 合 資 会 社 、 合 同 会 社 及 び 特 例 有 限 会 
社 が 想定 され て いま す 。 





















































Q5 対象 法人 の 要件 で ある 「 
申立 行政 法人 や 一 部 事務 
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庁 等 で な いこ と 」 に つい て 、「 等 」 に は 何 が 含ま れる の か 。 
等 の いわ ゆる 公法 人 及び 第 三 セ クタ ー が 想定 され て いま す 。 
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Q6 第 三 モ クタ ー と は どの よう な 法人 を いう の か 。 ま た 、 出 資金 や 地方 公共 団体 か ら の 補助 金 の 該当 の 
有無 に つい て は 、 何 を も っ て 判断 する の か 。 
A6 第 三 セ モク ター と は 、 以 下 の 法人 の こと を 言い ます 。 
一 般 社 団 法人 及び 一 般 財 団 法 人 に 関す る 法律 等 の 規定 に 基づい て 設立 され て いる 一 般 社 団 法人 及 
び 一 般 財 団 法人 (公益 社団 法人 及び 公益 財団 法人 を 含む ) 並び に 特例 民法 法人 の うち 、 地 方 公共 団 
体 が 出資 を 行っ て いる 法人 。 
会 社 法 の 規定 に 基づい て 設立 され て いる 株 式 会 社 、 合 名 会 社 、 合 資 会 社 、 合 同 会 社 及 び 特 例 有 限 

会 社 の うち 、 地 方 公共 団体 が 出資 を 行っ て いる 法人 。 















































































































































































































































Q7 「 勤 務 地 限定 型 社員 」 は 、 ど こま で の 範囲 が 認め られ る の か 、 例 えば 、 県 内 は 良い が 、 複 数 県 に ま 
た が る 範囲 は 認め な いな どの 範囲 の 制約 は ある の か 。 
A7 勤務 地 限 定 社 員 の 考え 方 は 、 東 京 圏 (条件 不利 地域 を 除く ) へ の 転勤 の 可能 性 が な いこ と が 担保 さ 
れれ ば 、 本 社 が 東京 圏 (条件 不利 地域 を 除く ) に あっ て も 本 事業 の 対象 と する こと が 適当 と の 判断 に 
よる も の で す 。 そ の た め 、 東 京 圏 (条件 不利 地域 を 除く ) へ の 転勤 の 可能 性 が な けれ ば 、 範 囲 は 特に 
指定 し ませ ん 。 












































































































































Q8 要件 の 一 つ で ある 「 風 俗 営業 等 の 規制 及び 業務 の 適正 化 等 に 関す る 法律 に 定め る 風俗 営業 者 で な い 
こと 」 に つい て 、 一 般 的 な 観光 用 の ホテ ル で も 、 的 婦 や コン パニ オン を 雇う 可能 性 が ある た め 風 俗 営 
業 の 届 を 出し て いる が 、 対 象 外 と な る の か 。 








A8 旅館 事業 者 な ど で 、 



























































許可 を 受け て いる が 接待 営業 が 行わ れ て いな い 場 合 や 、 接 待 営業 の 規模 が 事業 











全体 の 一 部 で ある 場合 に つい て は 、 例 外 と し て 移住 支援 金 の 対象 法人 と し ます の で 、 ご 相談 くだ さい 。 





